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2019年 4月 26日 第 475号 ●jcptakata@yahoo.co.jp ※日本共産党の活動をお知らせします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  陸前たかた民報 

月額所得 15万 8 千円を超える世帯の 

                        新しい家賃        （平成 31年度） 

月 額 所 得   ２ D K   ３ D K 

158,001 円～186,000 円 33,500 円～36,200 円 38,800 円～44,500 円 

186,001 円～214,000 円 38,700 円～41,800 円 44,800 円～51,300 円 

214,001 円～259,000 円 45,300 円～48,900 円 52,500 円～60,100 円 

259,001 円～313,000 円 52,200 円～56,400 円 60,500 円～69,300 円 

313,001 円～ 71,500 円 77,400 円 

※所得は収入ではなく、収入から必要経費控除後の額が所得です。 

 

陸前高田市が被災地初の家賃制度を導入       

中堅所得層に「みなし特定公共賃貸」 
  

 
市営災害住宅のうち 40戸を対象に 

団地名 地区 み な し

特公賃 

 

うち現

在入居 

 

うち新

規公募 

 

新規公募

の間取り 

水上 長部 ６ ２ ４ 3DK 

今泉 今泉 ２ ０ ２ 2DK 

下和野 高田 １４ １４ ０  

中田 高田 ６ ２ ４ 3DK 

脇の沢 米崎 ２ ０ ２ 2DK 

西下 小友 ３ ３ ０  

柳沢前 小友 ３ １ ２ 3DK 

大野 広田 ２ ０ ２ 3DK 

田端 広田 ２ ０ ２ 3DK 

合計  ４０ ２２ １８  

今後の日程 〇現在入居者への説明会 5月上旬 

〇新規公募期間（6 月上旬）広報 5 月号で 

共働き・子育て世代の要望に応え 

 家賃大幅引き下げに 

 陸前高田市が、また、被災地の中でも先駆けて新しい制度をつくりま

した。4 月 22 日の市議会全員協議会で、戸羽市長から市営災害住宅の新

しい家賃体系の説明がありました。 

これまで、月額所得 15 万 8 千円を超える収入超過世帯は公営住宅に

は入居できませんが、東日本大震災被災地の場合に限って 4 年間は入居

できていました。しかし、入居 4 年目から一律 77,400 円となることか

ら、若者世代、U ターン世代には家賃引き下げの声が多く、日本共産党

の市議団も再三議会で取り上げてきました。 

この家賃設定は、国の「特定

優良賃貸住宅」の法律により市

の条例で定めたものですが、災

害住宅のなかにこの制度を導

入するのは全国の被災地で初

めてです。また、入居者の中に

は退去を考えている世帯もあ

り、早速喜ばれています。 

伊勢純議員の質問に対して、

戸羽市長は、「この制度で一次

産業や I ターン U ターンの人

たちの住まいの確保に役立て、

移住定住にもつなげたい」と話

しています。 

 

 

◎みなし特定公共賃貸 

 低所得層が対象の公営住宅に対し、特定優良公共賃貸住宅

（特公賃）は中堅所得層も入居できる公営住宅。今回、災害公

営住宅でもその「特公賃」とみなして入居できるようにしたの

で、「みなし特定公共家賃」という表現をしている。 

 市営住宅は適用されるが、栃ヶ沢は県営住宅のため対象とは

ならない。 
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